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建設産業情報（最近の動向） 
 
 
在外公館名  在コロンビア日本国大使館          
 
記入日    2015 年 5 月      
 
 
１．現地の建設・不動産市場に係る経済情報 
 
  資料名：コロンビア国建設着工許可面積 

URL： 
http://www.dane.gov.co/index.php/construccion-alias/estadisticas-de-edificacion-de-l
icencias-de-construccion-elic 
 
２．建設業制度、入札契約制度、不動産業制度の改正動向（改正等がなければ記入不要）

  
該当なし 
 
３．報道情報 

 
 タイトル、概要 日付/掲載紙 
 

１ 

第4世代道路網整備プロジェクト（4G） 

 ANI（国家インフラ庁）は，第2段コンセッション契約

の10プロジェクトのうち4プロジェクトについて入札手

続きを開始した旨発表した。なお，4プロジェクトへの

投資額を8.4兆ペソ（約37.3億ドル）と見込んでいる。 

2015/1/30 

当地紙報道 

 

 

２ 

国家開発計画 

 経済社会政策審議会（Conpes）は，2014年～2018年国

家開発計画を承認し，国会に上程した。なお，同計画の

予算は703.9兆ペソ（約3,060.4億ドル）となっている。 

2015/2/5 

当地紙報道 

 

３ 

第4世代道路網整備プロジェクト（4G） 

 ANI（国家インフラ庁）は，第2段コンセッション契約

10プロジェクトのうち7プロジェクトについて入札手続

きを開始した旨発表した。なお，7プロジェクトへの投

資額を10兆ペソ（約43.5億ドル）と見込んでおり，第2

段コンセッション契約全体では14.2兆ペソ（約61.7億ド

ル）と試算している。 

2015/2/6 

当地紙報道 
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 バルガス副大統領は，第3段コンセッション契約の入

札手続きは2015年4月を予定しており，14.7兆ペソ（約

63.9億ドル）の投資額になる旨述べた。ｖ 

 

４ 

ボゴタメトロ整備計画 

 シモン・ガビリア国家企画庁長官は，ボゴタメトロ整

備計画は国家開発計画における優先事項であるものの，

昨今の原油価格下落により政府は整備費用の70％まで

は支援出来ない旨表明した。 

 グスタボ・ペトロ・コロンビア市長はボゴタメトロ整

備計画を2フェーズに分割する案を発表した。また，第1

フェーズの入札手続きは2015年第2四半期を予定してい

る。 

 リカルド・ボニージャ・ボゴタ市財務局局長は，第 1

フェーズに係る建設費用は約11兆ペソ（約47.8億ドル）

であるが，国家開発計画にボゴタメトロ整備計画が盛り

込まれていることから同整備計画にかかる建設工事を

すぐに開始出来るであろう。また，韓国投資銀行が駅舎

の建設，並びに中国銀行が車両販売に興味を持っている

等，外国企業が興味を持っている旨述べた。 

2015/2/4，10，13,17 

当地紙報道 

 

 

５ 

実質GDP成長率 

 17日，DANE（国家統計庁）は，2014年第4四半期及び

2014年通年の実質GDP成長率がそれぞれ前年同期比＋

3.5％，前年比＋4.6％であった旨発表した。建設業は前

年同様，部門別で最も高い成長率を記録して好調を維持

した。 

2015/3/17 

DANEプレスリリース 

http://www.dane.gov.co 

 

６ 

 

ボゴタメトロ整備計画 

 ボゴタ市関係者及び政府関係者は，ボゴタメトロ整備

計画1フェーズの入札が2016年中頃になるであろう旨発

表した。 

2015/3/26 

当地紙報道 

 

７ 

リネアトンネル工事の再開 

 運輸省と運輸省道路院は，ＪＶのセグンド・センテナ

リオとの間で合意していた工事の再開を確認した。２０

１６年１１月までの引き渡しを予定している。 

2015/4/7 

当地紙報道 

 

８ 

第4世代道路網整備プロジェクト（4G） 

 ANI（国家インフラ庁）は，第2段コンセッション契約

9プロジェクトのうち4プロジェクトについて入札手続

きを開始した旨発表した。なお，9プロジェクトへの投

2015/4/10 

当地紙報道 
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資額を12兆ペソ（約52.2億ドル）と見込んでいる。 

 

９ 

新規建設着工面積が 4,4%減少 

 DANE（国家統計庁）の発表によると，３月の建設着工

許可は，前年同月比で 4.4％減少した。全国で住宅が

9.7％減少した。 

2015/4/18 

当地紙報道 

 
４．その他我が国の建設産業界にとって参考となりうる最近の動向（報道情報以外） 
 
該当なし 

 


